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件名  仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台市交通局



 この入札説明書は，政府調達に関する協定（平成７年条約第23号。以下「協定」という。），地方

自治法（昭和22年法律第67号），地方自治法施行令（昭和22年政令第16号），地方公共団体の物品

等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号），仙台市交通局契約規程

（昭和39年仙台市交通局規程第23号。以下「規程」という。），仙台市交通局の物品等又は特定役

務の調達手続の特例を定める規程（平成７年仙台市交通局規程第23号。以下「特例規程」という。

），仙台市交通局入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日仙台市交通事業管理者決裁。以下

「暴排要綱」という。），本件の調達に係る入札公告（以下「入札公告」という。）のほか，仙台市

交通局（以下「本局」という。）が発注する調達契約に関し，一般競争入札に参加しようとする者

（以下「競争加入者」という。）が熟知し，かつ遵守しなければならない一般的事項を明らかにす

るものである。 

 

１  競争入札に付する事項 

(1)  調達サービス名及び数量 

(2)  本業務の内容等 

(3)  履行期間 

(4)  履行場所 

 

２  競争加入者に必要な資格 

  入札に参加できる者は，入札参加申請期限日において次に掲げる要件をすべて満たす者で，

本局の審査により入札参加資格があると認められた者とする。 

(1)  規程第４条に規定する一般競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 

(2)  会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立中又は更生手続中でな

いこと。 

(3)  民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立中又は再生手続中でな

いこと。 

(4)  仙台市交通局有資格業者に対する指名停止に関する要綱（昭和60年11月10日仙台市交通事

業管理者決裁。以下「指名停止要綱」という。）第２条第１項の規定による指名の停止を受

けていないこと。 

(5)  別記の２に定める資格に該当するものであること。 

(6)  別記の８のその他において掲げた書類を提出できる者であること。 

 

３  競争入札参加申請 

 競争加入者は，別記の３で示した要領で別添一般競争入札参加申請書に別記の８で示した書

類等を添付し，申請を行うこと。 

 

４ 入札参加資格の喪失 

  本局の審査により入札参加資格があると認められた者が，入札の日までの間に次に掲げるい

ずれかの事由に該当することとなったときは，入札に参加することができないものとする。 

(1) 本業務に係る入札参加資格を満たさないこととなったとき 

 (2) 本業務に係る一般競争入札参加申請書及びその添付書類に虚偽の事項を記載したことが

明らかとなったとき 

(3)  暴排要綱別表各号に掲げる要件に該当すると認められるとき 

 

別記の１ 



５  入札保証金 

  入札保証金は免除する。 

 

６  入札及び開札 

(1)  競争加入者又はその代理人は，仕様書，別添様式の契約書案及び規程を熟知の上入札をし

なければならない。この場合において，当該仕様書について疑義がある場合は，関係職員

に説明を求めることができる。 

(2)  競争加入者又はその代理人は，本業務に係る入札について他の競争加入者の代理人となる

ことができない。 

(3)  入札室には，競争加入者又はその代理人（１名に限る。）以外の者は入室することができ

ない。ただし，入札執行主務者が特にやむを得ない事情があると認めた場合は，付添人を認

めることがある。 

(4)  競争加入者又はその代理人は，入札開始時刻後においては，入札室に入室することができ

ない。 

(5)  競争加入者又はその代理人は，入札室に入室しようとするときは，入札関係職員に一般競

争入札参加資格認定通知書の写し及び誓約書（別添）を提出するとともに身分を確認できる

もの（自動車運転免許証，パスポート，会社発行の写真付身分証で全て原本）を提示するこ

と。なお，代理人をして入札させる場合においては，併せて入札権限に関する委任状を提出

すること。 

(6)  競争加入者又はその代理人は，入札執行主務者が特にやむを得ない事情があると認めた場

合のほか，入札室を退室することはできない。 

(7)  入札室において，次の各号の一に該当する者は，当該入札室から退去させる。 

ア  公正な競争の執行を妨げ，又は妨げようとした者 

イ  公正な価格を害し，又は不正の利益を得るため連合をした者 

(8)  競争加入者又はその代理人は，本局様式の入札書及び委任状（別添）を使用すること。 

(9)  競争加入者又はその代理人は，次の各号に掲げる事項を記載した別添様式による入札書を

提出しなければならない。 

 ア  調達サービス名（件名） 

 イ  入札金額 

 ウ  競争加入者の会社（商店）名，入札者氏名及び押印（外国人にあっては，署名をもって

押印に代えることができる。以下同じ。） 

 エ  代理人が入札する場合は，競争加入者の会社（商店）名，入札者（代理人）の氏名及び

押印 

(10) 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は，日本語に限る。また入札金額は日本国通貨

による表示とし，総額（消費税及び地方消費税額抜き）で入札すること。 

(11) 競争加入者又はその代理人は，入札書を作成し，当該入札書を封書に入れ，かつその封皮

に入札の日付，件名，競争加入者の氏名（法人にあっては，その名称又は商号）を記載し

，入札公告に示した日時に入札すること。 

  なお，郵便（配達証明付き書留郵便に限る。）により入札する場合については，二重封筒

とし上記で示した入札書のほか，一般競争入札参加資格認定通知書の写し及び誓約書（別

添）を同封すること。加入電信，電報，電話その他の方法による入札は認めない。 

(12) 競争加入者又はその代理人の入札金額は，当該サービスの提供に要する一切の諸経費（仕

様書において発注者が負担することとしたものを除く。）を含めた金額を見積もること。 



(13) 入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額(当該金額に

１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。)をもって契約金額

とするので，競争加入者又はその代理人は，消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず，契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。  

(14) 競争加入者又はその代理人は，入札書に使用する印鑑を持参し，再度入札等に備えること

。 

(15) 入札書及び委任状は，ペン又はボ－ルペン（えんぴつは不可）を使用すること。 

(16) 郵送による入札書の受領期間及び受領期限は，別記の７(2)のとおりとする。 

(17) 入札・開札日時及び場所は,別記の７(2)のとおりとする。 

(18) 競争加入者又はその代理人から提出された書類を本局の審査基準に照らし，採用し得ると

判断した者のみを落札決定の対象とする。 

(19) 競争加入者又はその代理人は，入札書の記載事項を訂正する場合は，当該訂正部分につい

て押印しておくこと。（ただし，入札金額の訂正は認めない。） 

(20) 競争加入者又はその代理人は，その提出した入札書の引換え，変更，取消しをすることが

できない。 

(21) 入札執行主務者は，競争加入者又はその代理人が相連合し，又は不穏の挙動をする等の場

合で競争入札を公正に執行することができない状態にあると認めたときは当該入札を延期

し，又は中止することがある。 

(22) 入札後，仕様書等についての不知又は不明を理由とし異議を申し立てることはできない。 

(23) 開札は，競争加入者又はその代理人が出席して行う。この場合において，競争加入者又は

その代理人が立ち会わないときは，当該入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせてこ

れを行う。 

(24) 開札した場合においては，競争加入者又はその代理人の入札のうち，予定価格の制限に達

した価格の入札がないときは，再度の入札を行うことがある。 

 

７  無効の入札書 

  入札書で次の各号の一に該当するものは，これを無効とする。 

(1)  公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者の提出した入札書 

(2)  調達サービス名（件名）及び入札金額のない入札書 

(3)  競争加入者の会社（商店）名，入札者氏名及び押印のない又は判然としない入札書 

(4)  代理人が入札する場合は，競争加入者本人の会社（商店）名，入札者氏名（代理人の

氏名）及び押印のない又は判然としない入札書 

(5)  調達サービス名（件名）に重大な誤りのある入札書 

(6)  入札金額の記載が不明確な入札書 

(7)  入札金額を訂正した入札書 

(8)  一つの入札について同一の者がした二以上の入札書 

(9)  再度入札において初回の最低入札価格以上の価格で行った入札書 

(10) 入札公告等において示した入札書の受領期限までに到達しなかった入札書 

(11) 公正な価格を害し，または不正の利益を得るために明らかに連合したと認められる者

の提出した入札書 

(12) 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和22年法律第54号）に違反し，価

格又はその他の点に関し，明らかに公正な競争を不法に阻害したと認められる者の提出し

た入札書 



(13) 一般競争入札参加申請書等に虚偽の記載をした者の入札書 

(14) 誓約書（暴排要綱，別記様式）を提出しない者がした入札書 

(15) その他入札に関する条件に違反した入札書 

 

８  落札者の決定 

(1)  有効な入札書を提示した者であって，予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申

込みをした者を契約の相手方とする。 

(2)  落札となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは，直ちに，当該入札者にくじ

を引かせて落札者を決定する。この場合において，当該入札者のうち出席しない者又はく

じを引かない者があるときは，当該入札執行事務に関係のない職員にこれに代わってくじ

を引かせ，落札者を決定する。 

(3)  調査基準価格を下回る価格の入札があった場合は，業務委託契約に係る低入札価格調査

要綱（平成15年12月24日管理者決裁。）の定めにより，当該契約の内容に適合した履行が

されないおそれがないか調査を行った上で落札者を決定する。 

(4)  落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があったときは

，速やかに落札者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金額並びに当該請求者が

落札者とされなかった理由（当該請求を行った入札者の入札が無効とされた場合において

は，無効とされた理由）を当該請求を行った入札者に書面により通知するものとする。 

(5)  落札者が，規程第10条で定める期日まで契約書の取り交わしをしないときは，落札の決

定を取り消す。 

(6) 本件は，事業実施の前年度に行う契約準備行為であるため，入札により決定するのは落

札候補者となる。落札決定は，４月１日に予算が発効した際に行うものとする。 

 

９ 入札公告等の要件に該当しなくなった場合の取扱い 

   開札から契約締結までの間に，次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったとき

は，開札から落札決定までの間においては，当該開札に係る入札を無効とし，落札決定後

契約締結までの間においては，当該落札決定を取り消す。 

 (1)「２ 競争加入者に必要な資格」の各号のいずれかに該当しないこととなったとき。 

 (2) 本件調達に係る一般競争入札参加申請書又はその他の提出書類に虚偽の事項を記入した

ことが明らかになったとき。 

 (3) 暴排要綱別表各号に掲げる要件に該当すると認められるとき。 

  

10  苦情申立 

 本件における競争入札参加資格の確認その他の手続き等に関し，協定に違反していると判

断する場合は，その事実を知り，又は合理的に知りえたときから10日以内に，書面にて仙台

市入札等監視委員会に対してその旨の苦情を申し立てることができる。 

 

11  留保条項 

  契約確定後も仙台市入札等監視委員会から通知を受けた場合は，事情変更により契約解除

をすることがある。 

 

12  契約保証金 

  契約保証金は免除する。 



 

13  契約書の作成 

(1)  落札者は，交付された契約書に記名押印し，落札決定の日から５日以内（落札者が遠隔

地にある等特別の事情があるときは，契約締結権者が別に定めた期日まで）に契約書の取

り交わしを行うこと。 

(2)  契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

(3)  本契約は契約の相手方とともに契約書に記名して押印しなければ，確定しないものとす

る。 

 

14  支払いの条件 

  別紙契約書案による。 

 

15  契約条項 

 別添契約書案及び閲覧に供する規程並びに特例規程による。 

 

16 本局の競争入札参加資格の決定を受けていない者の資格申請 

  入札に参加する者で，仙台市（本局を含む）の競争入札参加資格の決定を受け

ていない者は，次のとおり当該資格申請をすることができる。 

(1) 受付期間 平成２９年２月３日(金)から平成２９年２月１３日(月)１７時まで 

(2) 提出場所 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

仙台市財政局契約課物品契約係 

        電話（０２２）２１４－８１２４ 

 (3)  提出書類 仙台市所定の競争入札参加資格申請書及び添付資料 

(4) 提出方法 持参すること。 

 

17 初年度予算の成立 

  本件の業務に係る初年度（平成２９年度）予算が成立しない場合は，本契約は無効となる。 

   

18 その他必要な事項 

（1）本契約は，地方自治法第234条の３の規定に基づく長期継続契約である。次年度以降の予

算が減額又は削除された場合は，契約の変更又は解除をすることがある。また，本局は本

契約の変更又は解除が行われた場合の損害賠償の責めを負わないものとする。 

（2） 競争加入者若しくはその代理人又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用につい

ては，すべて当該競争加入者若しくはその代理人又は当該契約の相手方が負担するものと

する。 

 

 



別記 

１  競争入札に付する事項 

(1) 調達サービス名（件名）及び数量 

仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託 

清掃対象面積  ６,１７５.８３㎡ 

 (2) 本業務の内容等 

別添仕様書のとおり 

 (3) 履行期間 

     平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

    （地方自治法第234条の３の規定に基づく長期継続契約） 

 (4) 履行場所 

    仙台市青葉区木町通一丁目４番１５号 仙台市交通局本局庁舎（２号棟も含む。） 

 

２ 競争入札加入者に必要な資格 

(1) 仙台市交通局競争入札参加の資格を有する者のうち申請種目を「ビルメンテナンス」  

で申請している者であること 

(2) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）に基づく建

築物環境衛生総合管理業又は建築物清掃業の登録をしていること 

(3)  延床面積５，５００㎡以上の建築物についての対象面積３，８００㎡以上の清掃経験

（ただし，清掃の態様及び頻度において本件仕様書と比べて同等以上と認められるこ

と）が２年以上連続してあること 

(4) ビルクリーニング技能士の資格を有する者を業務責任者として選任できること 

(5)  積雪時の除雪に対応できる体制がとれること 

(6)  指定する届出書をすべて提出できること 

 

３ 競争入札参加申請 

(1)  提出期間  平成２９年２月３日(金)から平成２９年２月２７日(月)まで 

(2)  提 出 先  仙台市交通局総務部財務課契約管財係 

(3)  提出方法  持参又は郵送すること。 

※ 郵送による提出の場合 

ア. 受領期間   平成２９年２月３日(金)から平成２９年２月２７日(月)まで 

イ. 宛て先 

（郵便番号） ９８０－０８０１ 

（所 在 地） 仙台市青葉区木町通一丁目４番１５号 

（担 当 課） 仙台市交通局総務部財務課契約管財係 

 

４  仕様書についての質問（見積に必要な事項に限る。）・回答 

  (1)  提出期間 別記３(1)に同じ （※質問がない場合は提出不要） 

(2) 提出先 別記３(2)に同じ 

※ 郵送による提出の場合 

ア. 受領期間 別記３※アに同じ 

イ. 宛て先  別記３※イに同じ 

(3) 回答期日  平成２９年３月６日(月) 

  (4)  回答方法  下記(5)の場所において閲覧に供する 

 (5)  回答場所  仙台市交通局総務部財務課契約管財係 

 

 



５  入札参加資格の審査結果通知期限 

   平成２９年３月６日(月) 

 

６ 入札参加資格を有しないとした者からの理由説明請求及び回答 

(1)  書面（任意様式）の提出期間 

平成２９年３月６日(月)から平成２９年３月８日(水)まで 

（土・日曜日・祝日を除く。） 

(2)  理由説明請求に対する回答期限 

平成２９年３月１０日(金) 

 

７  入札・開札日時及び場所 

(1)  入札担当部局 

  （所  在  地）  仙台市青葉区木町通一丁目４番１５号 

  （担  当  課）  仙台市交通局総務部財務課契約管財係 

  （調達責任者）  仙台市交通事業管理者  西城 正美 

(2)  入札・開札日時及び場所 

ア. 日時 平成２９年３月１４日(火)  １３時３０分 

イ. 場所 仙台市交通局本局庁舎５階入札室 

※  郵送による場合 

 (ｱ)  受領期間    平成２９年３月６日(月)から平成２９年３月１３日(月)まで 

最終日は１７時００分まで必着 

 (ｲ)  宛 て 先  別記３※イに同じ 

 

８ その他 

(1)  入札公告に示した資格を満たすことを証明するものとして，下記の書類を提出する

こと。 

ア. 建築物環境衛生総合管理業等の登録証の写し 

イ. 類似清掃業務の実績調書（別紙様式１） 

ウ. 類似清掃業務の契約書（仕様書を含む）の写し又は業務履行証明

書（別紙様式２） 

エ. 業務責任者に関する調書（別紙様式３） 

オ. ビルクリーニング技能検定合格証書の写し 

 

９ 低入札価格調査について 

 本件は，低入札価格調査対象案件である。「業務委託に係る低入札価格調査要

綱」及び「業務委託に係る低入札価格調査要綱実施要領」をよく確認すること

。※仙台市交通局ホームページからダウンロード可能 

http://www.kotsu.city.sendai.jp 

 

http://www.kotsu.city.sendai.jp/


整理番号  本局清掃－ 
 

 

一般競争入札参加申請書  

         

                          平成      年      月      日 

 

仙 台 市 交 通 事 業 管 理 者                            様 

 

                              申 請 人 住 所                  

                              会社（商店）名 

                              氏 名                                           印 

                            電 話 番 号                （        ）       ― 

 

調達サ―ビス名（件名） 仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託  

 

  上記の案件に係る一般競争入札に参加したいので，下記の書類を添えて申請します。 

  なお，本申請書及び添付書類のすべての記載事項については，事実と相違ないこと 

を誓約いたします。 

 

○添付書類（入札説明書の別記８を参照） 

１．建築物環境衛生総合管理業等の登録証の写し 

２．類似清掃業務の実績調書（別紙様式１） 

３．類似清掃業務の契約書（仕様書を含む）の写し又は業務履行証

明書（別紙様式２） 

４．業務責任者に関する調書（別紙様式３） 

５．ビルクリーニング技能検定合格証書の写し 

 

 

注  申請は，原則として本店の代表者名で行って下さい。ただし，競争入札参加資格申

  請時（登録時）において，支店長等に入札・契約等に関する権限を委任している場

  合は，受任者名で申請して下さい。 



（様式１） 

類似清掃業務の実績調書 

業 務 名  

発 注 者  

清掃場所  

契約金額  

期  間 年   月   日  ～    年   月   日 

面 積 

延 床 面 積 ㎡（地上  階，地下  階建て） 

清掃対象面積 ㎡（地上  階，地下  階部分） 

業務内容 

清掃箇所 床材 日常清掃 回数 定期清掃 回数 

廊下・階段 

 床面の除塵 ／日 電動研磨機洗浄 ／年 

 床面の除塵 ／日 電動研磨機洗浄 ／年 

トイレ  

床面の水拭き ／日 電動研磨機洗浄 ／年 

便器等の清掃 ／日   

事務所・会議室 

 床面の除塵 ／週 

床面の除塵 ／年 

ワックス掛け ／年 

 床面の除塵 ／週 

床面の除塵 ／年 

床面洗浄 ／年 

その他  

茶殻・吸殻等の処理 ／日 

  

ゴミの運搬・集積 ／日 

（注１）入札参加資格を満たしていることがわかるように記入すること。 

   ・期間については２年以上継続した実績とします。 

   ・回数についてはそれぞれの単位で１回以上の実績とします。 

（注２）必要がある場合は，本様式を複写して使うこと。



（様式２） 

 

 

業務履行証明書 
 

平成   年   月   日 

 

仙台市交通事業管理者 様 

 

 

委託者  住 所 

（証明者）  商号又は名称 

代表者氏名                印 

 

下記の清掃業務を誠実に履行したことを証明します。 

受任者 住 所 

商号又は名称 

代表者氏名 

 

業 務 名 称  

履 行 場 所  

履 行 期 間 

年  月  日から   年  月  日まで（ 完了・履行中 ） 

年  月  日から   年  月  日まで（ 完了・履行中 ） 

年  月  日から   年  月  日まで（ 完了・履行中 ） 

業 務 概 要 

種別：オフィスビル・集合住宅・店舗・ホテル等・その他（     ） 

構造：      階数：    階 延べ床面積      ㎡ 

上記建物についての業務対象面積       ㎡ 

（証明者担当名称           ） 

注１ 履行期間について，契約が１２ヶ月間以上連続して行われる場合には１２ヶ月単位とする。 

 ２ 類似清掃業務の契約書（仕様書を含む）を提出する場合は提出不要。



（様式３） 

業務責任者に関する調書 
 

業務責任者氏名  生年月日 昭和   年   月   日 

業務責任者住所 

県         市         区・町・村 

 

連絡先      －      － 

 

 

採用年月日 昭和・平成    年    月    日 

主な業務経歴 

年   月   日 ～    年   月   日 

主な業務内容 

年   月   日 ～    年   月   日 

主な業務内容 

年   月   日 ～    年   月   日 

主な業務内容 

 

（注１） 必要がある場合は，本様式を複写して使うこと。



 

質  疑  応  答  書 

 

調達サービス名（件名）仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託  
 

 

 

質 問 事 項 回 答 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  注） この質疑応答書は，仕様書についての質問（見積に必要な事項に限る。）が

ある場合にのみ提出してください。

整理番号  本局清掃－ 



（案） 

業 務 委 託 契 約 書 

 

 １ 委託業務名                             

 ２ 履 行 期 間     平成    年    月    日から 

              平成    年    月    日まで 

             （地方自治法第234条の３の規定に基づく長期継続契約） 

 ３ 業務委託料   

４ 契約保証金  免 除 

   

 上記業務について，発注者と受注者は，各々の対等な立場における合意に基づ 

いて，別添の条項によって公正な委託契約を締結し，信義に従って誠実にこれを 

履行するものとする。 

本契約の証として本書２通を作成し，当事者記名押印の上，各自１通を保有す 

る。 

平成  年  月  日 

 

発 注 者   住所 仙台市青葉区木町通一丁目４番１５号 

                             仙台市交通局 

氏名 仙台市交通事業管理者                印 

 

受 注 者     住所 

 

            氏名                     印 

 

印 紙 

契 約 番 号 

第    号 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

（うち取引に係る消費税 

    及び地方消費税額） 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 



 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は，この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき，仕様書に従い，日本国の法令を

遵守し，この契約（この契約書及び仕様書を内容とする業務の委託契約をいう。以下同じ。）を履行しなければ

ならない。 

２ 受注者は，契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の履行期間（以下「履行期間」とい

う。）内に完了し，又は仕様書に定める契約の目的物（以下「成果物」という。）を完成させ，発注者に引き渡

すものとし，発注者は，その業務委託料を支払うものとする。 

３ 発注者は，その意図する成果物を完成させるため，又は業務の履行について必要があるときは，業務に関する

指示を受注者に対して行うことができる。この場合において，受注者は，当該指示に従い業務を行わなければな

らない。 

４ 受注者は，この契約書若しくは仕様書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しくは発注者と受注者との協

議がある場合を除き，業務を完了するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとする。 

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は，日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は，日本円とする。 

７ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は，委託仕様書に特別の定めがある場合を除

き，計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。 

８ この契約書及び委託仕様書における期間の定めについては，民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治32

年法律第48号）の定めるところによるものとする。 

９ この契約は，日本国の法令に準拠するものとする。 

10 この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては，日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判

所とする。 

（定義） 

第１条の２ この契約書において「遅延損害金約款利率」とは，契約締結日における，政府契約の支払遅延防止等

に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率をいう。 

（指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約書に定める指示，請求，通知，報告，申出，承諾，質問，回答及び解除（以下「指示等」とい

う。）は，書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，緊急やむを得ない事情がある場合には，発注者及び受注者は，前項に規定する指示

等を口頭で行うことができる。この場合において，発注者及び受注者は，既に行った指示等を書面に記載し，７日

以内にこれを相手方に交付するものとする。 

３ 発注者及び受注者は，この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは，当該協議の内容を書面に記録

するものとする。 

（業務履行計画表等の提出） 

第２条の２ 受注者は，この契約締結後 14日以内に仕様書に基づいて業務履行計画表，業務担当者届及び着手届を

作成し，発注者に提出しなければならない。ただし，発注者がその必要がないと認めるときは，この限りでない。 

２ 発注者は，必要があると認めるときは，前項の業務履行計画表を受理した日から７日以内に，受注者に対して

その修正を請求することができる。 

３ この契約書の他の条項の規定により履行期間又は仕様書が変更された場合において，発注者は，必要があると

認めるときは，受注者に対して業務履行計画表の再提出を請求することができる。この場合において，第１項中

「この契約締結後」とあるのは「当該請求があった日から」と読み替えて，前２項の規定を準用する。 

４ 業務履行計画表は，発注者及び受注者を拘束するものではない。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第３条 受注者は，この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継させてはならない。ただし，

あらかじめ発注者の承諾を得た場合は，この限りでない。 

（秘密の保持） 

第４条 受注者は，この契約の履行に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

（個人情報の保護） 

第５条 受注者は，個人情報の保護の重要性を認識し，この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに

当たっては，個人権利利益を侵害することのないよう，個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

２ 受注者は，この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的に使用し

てはならない。この契約が終了し，又は解除された後においても同様とする。 

３ 受注者は，その使用する者に対し，在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情

報をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならないことなど，個人情報の保護に関して必要な事

項を周知しなければならない。 

４ 受注者は，この契約による事務に係る個人情報の漏洩，減失，改ざん及びき損の防止その他個人情報の適切な

管理のために必要な措置を講じなければならない。 

５ 受注者は，この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは，当該事務を処理するために必要

な範囲内で，適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

６ 受注者は，発注者の指示又は承諾があるときを除き，この契約による事務に関して知り得た個人情報を当該事

務を処理するため以外に使用し，又は第三者に引き渡してはならない。 

７ 受注者は，発注者の指示又は承諾があるときを除き，この契約による事務を処理するために発注者から貸与さ

れた個人情報が記録された資料等を複写し，又は複製してはならない。 

８ 受注者は，この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし，第６条ただし書の規定に



かかわらず，発注者の特別の承諾があるときを除き，第三者に取り扱わせてはならない。 

９ 受注者は，この契約による事務を処理するために発注者から貸与され，又は受注者が収集し，若しくは作成し

た個人情報が記録された資料等を，この契約の終了後直ちに発注者に返還し，又は引き渡すものとする。ただ

し，発注者が別に指示したときは，当該方法によるものとする。 

10 受注者は，前項までに違反する事態が生じ，又は生じるおそれがあることを知ったときは，速やかに発注者に

報告し，発注者の指示に従うものとする。この契約が終了し，又は解除された後においても同様とする。 

（再委託の禁止） 

第６条 受注者は，業務の処理を他に委託し又は請け負わせてはならない。ただし，発注者の書面による承諾を得

た場合は，この限りでない。 

２ 受注者は，仙台市交通局有資格業者に対する指名停止に関する要綱（昭和60年11月10日管理者決裁。以下こ

の条において「指名停止要綱」という。）による指名停止（同要綱別表第 21号によるものを除く。）の期間中の

者に業務の処理を委託し又は請け負わせてはならない。ただし，発注者がやむを得ないと認め，前項ただし書きの

規定により承諾した場合はこの限りでない。 

３ 第１項ただし書きの規定にかかわらず，受注者は，指名停止要綱別表第21号による指名停止の期間中の者又は

仙台市交通局入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日管理者決裁）別表各号に掲げる要件に該当すると

認められる者を，この契約に関連する契約（下請契約，委任契約，資材又は原材料の購入契約その他の契約で，こ

の契約に関連して締結する契約をいう。次項において同じ。）の相手方とすることができない。 

４ 発注者は，受注者に対して，この契約に関連する契約の相手方につき，その商号又は名称その他必要な事項の

通知を請求することができる。 

（特許権等の使用） 

第７条 受注者は，特許権，実用新案権，意匠権，商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利

（以下本条において「特許権等」という。）の対象となっている履行方法を使用するときは，その使用に関する一

切の責任を負わなければならない。ただし，発注者が，その履行方法を指定した場合において，委託仕様書に特許

権等の対象である旨の明示がなく，かつ，受注者がその存在を知らなかったときは，発注者は，受注者がその使用

に関して要した費用を負担しなければならない。 

（業務関係者に対する措置請求） 

第８条 発注者は，受注者が業務を履行するために使用している者がその業務の実施につき著しく不適当と認めら

れるときは，受注者に対して，その理由を明示した書面により，必要な措置をとるべきことを請求することができ

る。 

（履行報告） 

第９条 受注者は，仕様書に定めるところにより，この契約の履行について発注者に報告しなければならない。 

（貸与品等） 

第 10条 発注者が受注者に貸与し，又は支給する業務に必要な物品等（以下「貸与品等」という。）の品名，数

量，引渡場所及び引渡時期は，仕様書に定めるところによる。 

２ 受注者は，貸与品等の引渡しを受けたときは，引渡しの日から７日以内に，発注者に借用書又は受領書を提出

しなければならない。 

３ 受注者は，仕様書に定めるところにより，業務の完了，仕様書の変更等によって不用となった貸与品等を発注

者に返還しなければならない。 

（仕様書等の変更） 

第 11条 発注者は，必要があると認めるときは，仕様書若しくは業務に関する指示（以下本条において「仕様書

等」という。）の変更内容を受注者に通知して仕様書等を変更することができる。この場合において，発注者は，

必要があると認められるときは履行期間若しくは業務委託料を変更し，又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な

費用を負担しなければならない。 

（業務の一時中止） 

第 12条 発注者は，必要があると認めるときは，業務の中止内容を受注者に通知して，業務の全部又は一部を一時

中止させることができる。 

２ 発注者は，前項の規定により業務を一時中止した場合において，必要があると認められるときは履行期間若し

くは業務委託料を変更し，又は受注者が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しく

は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（受注者の請求による履行期間の延長） 

第 13条 受注者は，その責めに帰すことができない事由により履行期間内に業務を完了することができないとき

は，その理由を明示した書面により発注者に履行期間の延長変更を請求することができる。 

（発注者の請求による履行期間の短縮等） 

第 14条 発注者は，特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは，履行期間の短縮変更を受注者に請求

することができる。 

２ 発注者は，前項の場合において，必要があると認められるときは，業務委託料を変更し，又は受注者に損害を

及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（履行期間の変更方法等） 

第 15条 履行期間の変更については，発注者と受注者とが協議して書面により定める。ただし，協議開始の日から

1４日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

（業務委託料の変更方法） 

第 16条 業務委託料の変更については発注者と受注者とが協議して書面により定める。ただし，協議開始の日から

1４日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

２ この契約書の規定により，発注者が費用を負担し，又は損害を賠償する場合の負担額又は賠償額については，



発注者と受注者とが協議して書面により定める。 

（臨機の措置） 

第 17条 受注者は，業務を行うに当たり，災害防止等のため必要があると認めるときは，臨機の措置をとらなけれ

ばならない。この場合において，必要があると認めるときは，受注者は，あらかじめ発注者の意見を聴かなければ

ならない。ただし，緊急やむを得ない事情があるときは，この限りでない。 

２ 前項の場合においては，受注者は，そのとった措置の内容を発注者に直ちに通知しなければならない。 

（損害） 

第 18条 成果物の引渡し前に，成果物に生じた損害その他業務を行うにつき生じた損害（第三者に及ぼした損害を

含む。）については，受注者がその費用を負担する。ただし，その損害のうち発注者の責めに帰すべき事由により

生じたものについては，発注者が負担する。 

（検査） 

第19条 受注者は，業務を完了したときは，遅滞なく発注者に対して業務完了届を提出しなければならない。 

２ 発注者は，前項の業務完了届を受理したときは，その日から10日以内に業務完了の検査又は成果物の検査をし

なければならない。 

３ 受注者は，業務又は成果物が前項の検査に合格しないときは，直ちに修補して発注者の再度の検査を受けなけ

ればならない。この場合において，修補の完了を業務の完了とみなして前２項の規定を準用する。 

（業務委託料の支払い） 

第20条 受注者は，前条第２項の検査に合格したときは，業務委託料の支払いを請求することができる。 

２ 発注者は，前項の規定による請求があったときは，請求を受けた日から30日以内に業務委託料を支払わなけれ

ばならない。 

（区分払） 

第 21条 受注者は，発注者が業務の性質上必要があると認めるときは，別記内訳書の区分に応じて業務委託料を請

求することができる。 

２ 前２条の規定は，前項の規定による請求の場合に準用する。 

（瑕疵担保） 

第 22条 発注者は，成果物に瑕疵があるときは，受注者に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し，又

は修補に代え，若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。 

２ 前項において受注者が負うべき責任は，第19条第２項の規定による検査に合格したことをもって免れるもので

ない。 

３ 第１項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は，成果物の引渡しを受けた日から１年以内に行わなけれ

ばならない。ただし，その瑕疵が受注者の故意又は重大な過失により生じた場合には，請求を行うことのできる

期間は，引渡しを受けた日から３年とする。 

４ 第１項の規定は，成果物の瑕疵が仕様書の記載内容，発注者の指示又は貸与品等の性状により生じたものであ

るときは，適用しない。ただし，受注者がその記載内容，指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこ

れを通知しなかったときは，この限りでない。 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第 23条 受注者の責めに帰すべき事由により履行期間内に業務を完了することができない場合においては，発注者

は，損害金の支払いを受注者に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は，業務委託料の額につき，遅延日数に応じ，遅延損害金約定利率の割合で計算した額とす

る。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により，第20条第２項（第 21条第２項において準用する場合を含む。）の規定

による業務委託料の支払いが遅れた場合において，受注者は，未受領金額につき，遅延日数に応じ，遅延損害金約

定利率の割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（発注者の解除権） 

第24条 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

一 正当な理由がなく，業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき 

二 その責めに帰すべき事由により，履行期間内に業務が完了しないと明らかに認められるとき 

三 前２号に掲げる場合のほか，この契約に違反し，その違反によりこの契約の目的を達成することができない

と認められるとき 

四 第25条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき 

２ 受注者は，前項の規定によりこの契約が解除されたことにより発注者に損害を及ぼしたときは，その損害を賠

償しなければならない。 

３ 発注者は，業務が完了するまでの間は，第１項に規定する場合のほか，必要があるときは，この契約を解除す

ることができる。 

４ 発注者は，前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたときは，その損害を賠償

しなければならない。 

（談合による解除） 

第 24条の２ 発注者は, 受注者がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当するときは, この契約を解除すること

ができる。 

一 受注者に対してなされた私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下

「独占禁止法」という。）第49条に規定する排除措置命令が確定したとき。  

二 受注者に対してなされた独占禁止法第62条第１項に規定する課徴金の納付命令が確定したとき。 



三 受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が，刑法（明治40年法律第45号）第96条

の６の規定による刑に処せられたとき。 
２ 前条第２項の規定は, 前項による解除の場合に準用する。 

（暴力団等排除に係る解除等） 

第24条の３ 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

 一 受注者の代表役員等（仙台市交通局入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日管理者決裁。以下「要

綱」という。）別表第１号に規定する代表役員等をいう。以下同じ。）又は一般役員等（要綱別表第１号に規

定する一般役員等をいう。以下同じ。）が暴力団員（要綱第２条第４号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）若しくは暴力団関係者（要綱第２条第５号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であると認め

られるとき又は暴力団員若しくは暴力団関係者が事実上経営に参加していると宮城県警察本部（以下「県警」

という。）から通報があり，又は県警が認めたとき。 

 二 受注者（その使用人（要綱別表第２号に規定する使用人をいう。）が受注者のために行った行為に関して

は，当該使用人を含む。以下この条において同じ。），受注者の代表役員等又は一般役員等が，自社，自己若

しくは第三者の不正な利益を図り，又は第三者に損害を与える目的をもって，暴力団等（要綱第１条に規定す

る暴力団等をいう。以下同じ。）の威力を利用していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

 三 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に関与している

と認められる法人等に対して，資金等を提供し，又は便宜を供与するなど積極的に暴力団（要綱第２条第３号

に規定する暴力団をいう。）の維持運営に協力し，若しくは関与していると県警から通報があり，又は県警が

認めたとき。 

 四 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等と社会的に非難される関係を有していると県警か

ら通報があり，又は県警が認めたとき。 

 五 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等であることを知りながら，これを不当に利用する

等の行為があったと県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

六 前各号に掲げるものを除くほか，受注者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号）第32条第1項各号に掲げる者に該当すると認められるとき又は同項各号に掲げる者に該当すると県

警から通報があり，若しくは県警が認めたとき。 

七 前各号に掲げるものを除くほか，受注者が仙台市暴力団排除条例（平成25年仙台市条例第29号）第２条第

３号に規定する暴力団員等に該当すると認められるとき又は同号に規定する暴力団員等に該当すると県警から

通報があり，若しくは県警が認めたとき。 

２ 受注者が共同企業体である場合，その代表者又は構成員が前項各号のいずれかに該当したときは，同項の規定

を適用する。 

３ 第24条第２項の規定は，前２項による解除の場合に準用する。 

４ 受注者は，この契約の履行にあたり暴力団等（仙台市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等を含

む。以下この項において同じ。）から不当介入（要綱第２条第６号に規定する不当介入をいう。以下同じ。）を

受けたときは，速やかに所轄の警察署への通報を行い，捜査上必要な協力を行うとともに，発注者に報告しなけ

ればならない。受注者の下請負人等（要綱第９条第２項に規定する下請負人等をいう。）が暴力団等から不当介

入を受けたときも同様とする。 

（受注者の解除権） 

第25条 受注者は，次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

一 第11条の規定により仕様書を変更したため業務委託料が3分の2以上減少したとき 

二 発注者がこの契約に違反し，その違反によってこの契約の履行が不可能となったとき 

２ 受注者は，前項の規定によりこの契約が解除された場合において，損害があるときは，その損害の賠償を発注

者に請求することができる。 

（解除の効果） 

第26条 この契約が解除された場合には，第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務は消滅する。 

２ 発注者は，前項の規定にかかわらず，この契約が解除された場合において，受注者が既に業務を完了した部分

（以下「既履行部分」という。）の引渡しを受ける必要があると認めるときは，既履行部分を検査の上，当該検査

に合格した部分の引渡しを受けることができる。この場合において，発注者は，当該引渡しを受けた既履行部分に

相応する業務委託料（「既履行部分委託料」という。）を受注者に支払わなければならない。 

３ 前項に規定する既履行部分委託料は，発注者と受注者とが協議して定める。ただし，協議開始の日から 14日以

内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

（解除に伴う措置） 

第 27条 受注者は，この契約が解除された場合において，貸与品等があるときは，当該貸与品等を発注者に返還し

なければならない。この場合において，当該貸与品等が受注者の故意又は過失により減失又はき損したときは，代

品を納め，若しくは現状に復して返還し，又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

（予算減額等による契約変更等） 

第 28条 発注者は，契約期間中であっても，この契約を締結した翌年度以降において，この契約に係る歳出予算の

減額又は削除があった場合は，この契約を変更又は解除することができる。 

（契約外の事項） 

第29条 この契約書に定めのない事項については，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 

 

 

 



支 払 内 訳 書 

平成２９年度（支払回数 12 回） 
 （単位：円） 

支払区分 金     額 備   考 

平成２９年  ４月 円   

平成２９年  ５月 円   

平成２９年  ６月 円   

平成２９年  ７月 円   

平成２９年  ８月 円   

平成２９年  ９月 円   

平成２９年  １０月 円   

平成２９年  １１月 円   

平成２９年  １２月 円   

平成３０年  １月 円   

平成３０年  ２月 円   

平成３０年  ３月 円   

合  計 円   

〔支払方法〕    

（１） 業務委託料は，その総額（契約金額）の 36 分の１ずつを毎月支払うものとする。 

（２） 端数部分については，契約期間の最終回に上乗せして処理するものとする。 



支 払 内 訳 書 

平成３０年度（支払回数 12 回） 
 （単位：円） 

支払区分 金     額 備   考 

平成３０年  ４月 円   

平成３０年  ５月 円   

平成３０年  ６月 円   

平成３０年  ７月 円   

平成３０年  ８月 円   

平成３０年  ９月 円   

平成３０年  １０月 円   

平成３０年  １１月 円   

平成３０年  １２月 円   

平成３１年  １月 円   

平成３１年  ２月 円   

平成３１年  ３月 円   

合  計 円   

〔支払方法〕    

（１） 業務委託料は，その総額（契約金額）の 36 分の１ずつを毎月支払うものとする。 

（２） 端数部分については，契約期間の最終回に上乗せして処理するものとする。 



支 払 内 訳 書 

平成３１年度（支払回数 12 回） 
 （単位：円） 

支払区分 金     額 備   考 

平成３１年  ４月 円   

平成３１年  ５月 円   

平成３１年  ６月 円   

平成３１年  ７月 円   

平成３１年  ８月 円   

平成３１年  ９月 円   

平成３１年  １０月 円   

平成３１年  １１月 円   

平成３１年  １２月 円   

平成３２年  １月 円   

平成３２年  ２月 円   

平成３２年  ３月 円   

合  計 円   

〔支払方法〕    

（１） 業務委託料は，その総額（契約金額）の 36 分の１ずつを毎月支払うものとする。 

（２） 端数部分については，契約期間の最終回に上乗せして処理するものとする。 

 



  

〔記載例〕                                                    ※本人の場合 

 見積書も同じ要領で記入します 

  
 
 

入  札  書 

 

  

件      名 ○○○○○○○○○○ 

 
 
 
 
   
入札金額 

           億 

 

￥ 

    千 
 

 ○ 

    百 
 

 ○ 

    拾 
 
  

 ○ 

    万 
 
  

 ○ 

    千 
 
  

 ○ 

    百 
 
  

 ○ 

    拾 
 
  

 ○ 

    円 
 
  

 ○ 

 

 

    

  上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧のうえ，                                                                                    

仙台市交通局契約規程を守り入札いたします。                                                               

 

 

    平成○○年○○月○○日                            

 

 

    （あて先）仙台市交通事業管理者                                         

  
 

       社（商店）名： △△△△株式会社 

 

          氏 名               ：  代表取締役  ○○  ○○  印 

 

 

  

（注）  委任をうけて入札する場合には，受任者名で入札すること。                                                                                  

 



  

〔記載例〕                                               ※代理人の場合 

 見積書も同じ要領で記入します 

 
 
  

入  札  書 

 

  

件      名 ○○○○○○○○○○ 

 
 
 
 
 
入札金額 

           億 

 

￥ 

    千 
 

 ○ 

    百 
 

 ○ 

    拾 
 
  

 ○ 

    万 
 
  

 ○ 

    千 
 
  

 ○ 

    百 
 
  

 ○ 

    拾 
 
  

 ○ 

    円 
 
  

 ○ 

 
 

 

    

  上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧のうえ，                                                                                    

仙台市交通局契約規程を守り入札いたします。                                                               

 

 

      平成○○年○○月○○日                            

 

 

      （あて先）仙台市交通事業管理者                                         

  
 

         社（商店）名： △△△△株式会社 

 

            氏 名               ：  代理人 ○○  ○○  印 

 

 

    

  

（注）  委任をうけて入札する場合には，受任者名で入札すること。                                                                                  

 



 

 

 

〔記載例〕                                                                    捨印 

     
  

委  任  状 

                           

平成○○年○○月○○日                            

 

  （あて先）仙台市交通事業管理者                                       

 

          住 所 ○○県○○市○○区○○町○○丁目○○番○○号                                                    

    委任者          

          氏  名  △△△△  株式会社                                     

          代表取締役 ○ ○ ○ ○                                     印 

 

 

 私は  ○  ○  ○ ○  を代理人と定め平成○○年○○月○○日                                                                                  

仙台市交通局において行う下記件名の入札（見積）に関する一切の                                                                                    

権 限 を 委 任 し ま す 。                                 

 

 

記 

 

  

件      名 ○○○○○○○○○○ 

    

        受任者は次の印 鑑を使用 しま す。                                                    

 

 

         使    用    印    鑑       
 

 

印 



 

  
 
 

入  札  書 

 

  

件  名 仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託 
 
 
 
 
 
   
入札金額 

           億     千     百     拾 
 
  

  

    万 
 
  

 

    千 
 
  

  

    百 
 
  

  

    拾 
 
  

  

    円 
 
  

  

 

 

    

  上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧のうえ，                                                                                    

仙台市交通局契約規程を守り入札いたします。                                                               

 

 

    平成  年  月  日                            

 

 

    仙台市交通事業管理者 様 

  
 

       社（商店）名：  

 

          氏 名               ：                        印 

 

 

  

（注）  委任をうけて入札する場合には，受任者名で入札すること。                                                                                  

 



   
 
 
  

見  積  書 

 

  

件  名  仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託 
 
 
 
 
 
見積金額 

           億     千     百     拾 
 
  

 

    万 
 
  

 

    千 
 
  

 

    百 
 
  

  

    拾 
 
  

  

    円 
 
  

 

 
 

 

    

  上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧のうえ，                                                                                    

仙台市交通局契約規程を守り見積いたします。                                                               

 

 

      平成  年  月  日                            

 

 

    仙台市交通事業管理者 様 

  
 

         社（商店）名：  

 

            氏 名               ：                     印 

 

 

    

  

（注）  委任をうけて見積する場合には，受任者名で見積すること。                                                                                  

 



 

                                                      捨印 

     
  

委  任  状 

                           

平成  年  月  日                            

 

    仙台市交通事業管理者 様 

 

                 住 所  

          委任者          

                 氏  名                    印 

           

 

 

 私は          を代理人と定め平成  年  月  日                                                                                  

仙台市交通局において行う下記件名の入札（見積）に関する一切の                                                                                    

権 限 を 委 任 し ま す 。                                 

 

 

記 

 

  

件  名  仙台市交通局本局庁舎清掃業務委託 

    

        受任者は次の印 鑑を使用 しま す。                                                    

 

 

         使    用    印    鑑       
 

  

 

 



 

別記様式（第３条関係） 

 

 

誓  約  書 
 

平成  年  月  日 

 

仙台市交通事業管理者 様 

 

 

住    所 

商号又は名称          

代 表 者 名          ○印 

 

 

 

 

 当社は，仙台市交通局入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日管

理者決裁）第３条の規定に基づき，暴力団等との関係を有していないこと及

び説明を求められた際には誠実に応じることを誓約します。 



競争入札参加書類チェックリスト 
 

№ 項               目 チェック 

１ 一般競争入札参加申請書  

２ 建築物環境衛生総合管理業等の登録証の写し  

３ 類似清掃業務の実績調書（様式１）  

４ 類似清掃業務の契約書（仕様書を含む。）の写し又は業務履行証明書（様式２）  

５ 業務責任者に関する調書（様式３）  

６ ビルクリーニング技能検定合格証書の写し  

 

 

※入札時の持参書類等 

№ 項               目 チェック 

１ 一般競争入札参加資格審査結果通知書（写し可）  

２ 
免許証，社員証等（写真付）で身分を確認できるもの 

＊ 写真付名刺，健康保険証は不可 
 

３ 委任状（代理人が入札する場合のみ。本局様式に限る。）  

４ 誓約書（暴排要綱，別記様式）  

５ 入札書・見積書（本局様式に限る。）  

６ 入札用封筒（日付・入札件名・会社名を記入すること）  

７ 再度入札等に使用する印  

 


